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研究成果の概要（和文）：大学教員の教育と研究の葛藤はどの国においても大きな課題である。

イギリスの高等教育アカデミー、アメリカの学生研究体験協議会などにおける研究と議論を中

心に分析した結果、教育と研究の関連性を高めるための方策を明らかにすることができた。特

に教育と研究の関連性を高める有効な形態の一つとして、学生の研究体験（Undergraduate 
Research）が注目されており、日本の大学のカリキュラム、教授法、ＦＤの内容にどのように

反映することができるのかについて示唆が得られた。 
 
研究成果の概要（英文）：Linking research and teaching is important for faculty members in 
many countries. This paper clarifies effective policies for linking research and teaching, 
analyzing research and discussion on Higher Education Academy in UK, Council on 
Undergraduate Research in US. Undergraduate research is expected and promoted as one 
of the effective ways of enhancing the linkage between teaching and research. The findings 
identifies implications for undergraduate curriculum, teaching methods, faculty 
development in Japan. 
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１．研究開始当初の背景 
 大学教員の主要な職務である教育と研究
の間の葛藤に関しては、これまで国内外でさ
まざまな研究がなされてきた。教育活動と研
究活動が相互依存の関係にあるか、葛藤した
関係にあるか、それとも無関係なのかに関す
る研究は一定の蓄積がある（藤村、2006 や
Barnett, 2005 など）。 

 教育活動と研究活動の関係の実態を明ら
かにする研究に加えて、近年特にイギリス、
オーストラリアを中心に、教育と研究の相関
を高めるための方策を明らかにしようとす
る実践的な研究が進められている（Jenkins, 
2007 や Barnett, 2005 など）。その方策は大
きく２種類に分けられる。第一の形態は、教
育活動に関する研究を進めるという考え方
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である。これは、ボイヤーが提唱したスカラ
ーシップ論に基づくもので、現在ではＳＯＴ
Ｌ(Scholarship of Teaching and Learning)
という名称で多くの国で進められている。第
二の形態は、研究的要素を教育活動、とりわ
け学士課程教育に導入することである。これ
までの実験や演習などの授業以外の教育活
動においても、研究の要素を効果的に取り入
れ、教育と研究の融合を目指すものである。
本研究では、この第二の形態に関する研究を
深めることを目指す。 
 日本においては、ＦＤの義務化に伴い教育
と研究の葛藤が大きな課題とされ、教育と研
究の相乗効果を目指した研究が始まりつつ
ある（東北大学高等教育開発推進センター、
2008 など）。しかし、具体的なカリキュラム、
大学教授法、ＦＤの内容に反映できるだけの
十分な研究が蓄積されていないのが現状で
ある。 
 一般的に大学教員が就職前に教授法を習
得する機会が十分になく、教授法の習得に対
するニーズがあるにも関わらず、教育と研究
の葛藤がＦＤの大きな阻害要因になってい
る。大学がＦＤを組織的に進める上で、教員
の評価において教育活動を重視するなどの
方策がとられるようになってきたが、教育と
研究の葛藤は依然として残された課題であ
る。近年、教育と研究の葛藤を乗り越える取
り組みとして、研究志向型教育（Research 
informed Teaching などの用語が使用され
る）が欧米の研究者やＦＤ担当者を中心に注
目されている。研究志向型教育の概念や方策
は、ＦＤの活性化につながるだけでなく、日
本の大学にける実験、実習、研究方法論の授
業、卒業論文指導などと通常の講義との連携
を可能性があると考えられる。そのため、教
育と研究の葛藤を超えるＦＤに関する研究
は早急に進めるべきであると判断した。 
 
２．研究の目的 
 ＦＤの義務化に伴い、大学教員の教育と研
究の葛藤が大きな課題となっている。近年で
は、教育と研究の相乗効果を目指した研究が
始まりつつあるが、具体的なカリキュラム、
大学教授法、ＦＤの内容に反映できるだけの
十分な研究が蓄積されていない。本研究では、
欧米で始められている実践的研究を踏まえ
て、日本の大学において有効な教育と研究の
葛藤を超えるＦＤの理念と方策を明らかに
することを目指した。 
 具体的には、以下の点を重点的に明らかに
することを目指した。 
① 大学教員の教育と研究の葛藤に関する論

点と用語の整理 
② 大学生の学習と研究の葛藤に関する論点

と用語の整理 
③ 諸外国の大学において教育と研究の葛藤

をどのように超えようとしているかの実
態 

④ 日本の大学において教育と研究の葛藤を
どのように超えようとしているかの実態 

⑤ 教育と研究の葛藤を超えるための方策に
関する国別特徴 

⑥ カリキュラムおよび大学教授法への反映
の方法 

⑦ 大学教員の研究能力の資質向上と教育能
力の資質向上を関連づける方法 

⑧ 日本の大学において有効な教育と研究の
葛藤を超えるＦＤの理念と方法 

 
３．研究の方法 
 日本の大学において有効な教育と研究の
葛藤を超えるＦＤの理念と方策を明らかに
するために、国内外における現地調査を行な
った。特にイギリスの高等教育財政カウンシ
ルや高等教育アカデミーが推進する「研究志
向型教育」（Research Informed Teaching）
事業、およびオーストラリアの学習教授カウ
ンシルが推進する「教育と研究の結合」
（Teaching Research Nexus）事業、アメリ
カの学生研究体験協議会（Council on 
Undergraduate Research）の事業や各国の大
学での取り組みから、教育と研究の葛藤を超
える方策に関する比較研究を行った。そして、
教育と研究の葛藤を超える方策の国別特徴
を明らかにするとともに、カリキュラムおよ
び大学教授法への反映方法、さらにＦＤの理
念と方法に関する示唆を明確にすることを
試みた。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は大きく２つに分類できる。
第一の成果は、教育と研究の関連性を高める
有効な形態の一つである学生の研究体験の
実態と課題を明らかにしたことである。第二
の成果は、教員向けに教育と研究の関連性を
高める指針と具体的な手法を明らかにした
ことである。以下では、２つに分類して成果
の概要をまとめたい。 
 
(1) 学生の研究体験に関する知見 
 本研究では、諸外国で行われている学士課
程における学生の研究体験の動向と議論を
整理することを試みた。明らかにされた知見
を以下に簡単にまとめたい。 
 現在、学生の研究体験は国際的に注目され
ている。その背後にはいくつかの要因がある。
まず、教育と研究の間の関係の議論が、相互
の関係を静的に分析するのではなく、相互の
関連性をいかにして高められるかという実
践的な議論に移りつつあることである。そし
て、教育と研究の関係をより関連づける有効
な方法として、学生の研究体験が注目されて
いる。また、学生の研究体験がもたらす効果



 

 

として、学習効果の向上、卒業率の上昇、大
学院進学への促進などが検証されてきてい
る。さらに、全国的なネットワークや学生の
研究体験を財政的に支援する組織の存在も
各大学の実践を促進していると言える。 
 学生の研究体験がどのような活動である
のかについては、アメリカの学生研究体験協
議会が定義を明示しているが、依然として議
論されるべきテーマと言える。学生の研究体
験には、学生の学習と専門分野における研究
の２面性を持つことが定義を難しくしてい
る。各大学の文化や教育目標に応じて適切に
定義づける必要性があるべきと捉えられて
いる。教員主導か学生主導か、研究内容を重
視するか研究プロセスを重視するかという
論点から４つの形態に分類したモデルは、多
様な学生の研究体験を整理し、大学関係者で
議論する際に有効な枠組みになると言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 どのように学生に研究体験の機会を提供
するかという実施上の課題については、学習
プロセスの重視か研究成果の重視か、学生主
導か教員主導か、すべての学生か一部の優秀
な学生か、カリキュラム内かカリキュラム外
か、協力的な活動か個人的な活動か、学生に
対する独自性か専門分野に対する独自性か、
学際的な研究か既存の専門分野の研究か、学
内やコミュニティに対する発信か専門分野
に対する発信か、初年次からの活動か最終年
次における活動か、カリキュラムの中の広範
囲な活動か一部の活動かといった論点があ
ることが明らかにされた。 
 明らかにした学生の研究体験の動向と論
点は、日本の大学教育に対していくつかの示
唆を与えると考えられる。 
 まず、学生の研究体験という概念は、日本
の大学の学士課程を見直す一つの視点にな
るであろう。学士課程の学生が大学の研究と
どのような関係をもつのかという問いは、日
本の大学においても重要である。学生が本格
的な研究活動を体験せずに卒業してしまっ
ているというアメリカの大学に向けられた
批判や、卒業論文が本人と指導教員にしか読
まれないというイギリスの大学に向けられ

た批判は、日本の大学においても再考すべき
課題と言える。学生の研究体験という視点で
諸外国の取り組みとの比較を進める中で、日
本の大学教育の課題がより鮮明に明らかに
されるであろう。 
 また、FD のテーマの一つとして、学生の
研究体験は検討すべきテーマであろう。大学
教員の国際比較調査において日本の大学教
員は研究指向が強いことが指摘されている
（江原 1996）。これまで日本の大学で実施さ
れてきた FD では、授業設計、教授法、評価
方法のように教員の研究とは乖離したテー
マが多く、研究指向の強い教員には、教育と
研究の葛藤を意識させたと言える。しかし学
生にどのように研究体験の機会を与えるか
というテーマであれば、教育と研究をより統
合的に扱うことができるであろう。また、高
校までの総合的な学習の時間などを通じて
探究型学習に学生が慣れてきていることや、
大学においても能動的な学習が増加してい
ることも学生の研究体験の導入を容易にす
るであろう。すでに日本においても、諸外国
の学生の研究体験をモデルとして同様な取
組みを実施している大学もある。日本の大学
に適した学生の研究体験の研究も今後進め
るべきであろう。 
 日本の大学において学生の研究体験を導
入する際にはいくつかの課題がある。その一
つは教養教育との関係である。現在の大学改
革において教養教育の重要性が叫ばれてい
るが、教養教育と学生の研究体験との関係を
どのように整理するのかは一つの課題であ
ろう。教養教育の軽視につながらないように
進めなければならない。また、専門教育の中
においても、どのような教育目標を設定する
のか、また系統学習と経験学習の間の関係を
どのように整理するのかという課題があろ
う。さらに、実践をいかに支援するかも重要
な課題である。アメリカ国立科学財団やイギ
リス高等教育財政審議会などの全国的組織
が学生の研究体験の実践に果たしている役
割も明らかにすべきであろう。 
 
(2) 教育と研究の関連性を高める方策 
 本研究は実際の教員が研究と教育をつな
ぐための具体的方法を英語版冊子 Eight 
Principles for Linking Research and 
Teaching としてポーツマス大学教育開発室
とともにまとめている。その８つの具体的な
指針は、以下の通りである。そして、そのそ
れぞれの指針にそってどのような具体的な
実践ノウハウがあるのかをまとめた。 
① Communicate the excitement of doing 

research 
② Draw on your own research experiences 
③ Emphasize the process of knowledge 

production 



 

 

④ Include current research findings and 
issues in your teaching 

⑤ Provide opportunities to acquire 
research methods and skills 

⑥ Involve students in various research 
activities in your institution 

⑦ Create showcases of undergraduate 
research 

⑧ Introduce students to the lives and 
values of researchers 
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